
成年後見制度を利用していない段階での
相談窓口体制のイメージ図(案)

各相談支援
機関で対応

地域の相談支援機関
（地域包括支援センター、
障がい者相談支援事業所等）
一般的な相談の対応、

権利擁護に関する支援の必要性の検討、
適切な支援内容の検討

相談

地域包括…「ケース会議支援
制度」等の活用
障がい者相談支援事業所…
「障がい者相談支援事業所巡
回法律相談」等の活用

相談者
・本人
・親族
・ケアマネなどの関係者

弁護士等への法律
相談が必要と判断

弁護士等への法律
相談は不要と判断

困難事例、弁護士等へ法
律相談すべきか判断に悩
む、弁護士等へ相談する
ことができない等

相談

（中核機関のバックアップ等のもと）
地域の相談支援機関で対応

（地域包括支援センター、ケアマネ、
障がい者相談支援事業所等）

相談
・既に高齢や障がい等の何らかのサービス
を利用している場合
・高齢や障がい等のサービスも必要である
が利用していない場合（本人等の同意を得
たうえで連携）

中 核 機 関
一般的な相談の対応、

権利擁護に関する支援の必要性の検討、
適切な支援内容の検討

成年後見制度の利用が適
切と判断された場合

専門職への
相談が必要
と判断

成年後見制度以外の対応
が適切と判断された場合

中核機関が関係機関につながず
支援し続ける場合（中核機関で
支援してほしいとの本人や家族
の申し出等）など、中核機関で
の対応が必要となる場合

・既に高齢や障がい等の何らかのサービスを利用している
場合
・介護や障がい等のサービスも必要であるが、利用してい
ない場合（本人等の同意を得たうえで連携）

中核機関で対応

弁護士等による法律相談

成年後見制度以外の対応
が適切と判断された場合

成年後見制度の利用が適
切と判断された場合

中核機関が関係機関につながず支
援し続ける場合（中核機関で支援
してほしいとの相談者等の申し出
等）など、中核機関での対応が必
要となる場合

成年後見制度の
活用へ

【相談者等の求めに応じ】
関係機関への連絡調整

他の支援策の検討・助言
（介護・障がい等のサービス、
日常生活自立支援事業等）
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